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２．計画の位置付け 

１．町の地区区分 

        
 

 
 
 
 

本計画では、町内の全ての公共施設等を対象とし、町内を小松、大塚、犬川、中郡、玉庭、

東沢、吉島の７地区に区分して整理を行います。 

 

 

 

国では、平成 25年 11 月に「インフラ長寿命化基本計画」を策定し、「安全で強靭なインフ

ラシステムの構築」や「総合的・一体的なインフラマネジメントの実現」等を目指すべき姿

と定めています。また、計画的な点検や修繕等の取組を実施する必要性が認められる全ての

インフラでメンテナンスサイクルを構築・継続・発展させるための取組の方針として、各イ

ンフラを管理・所有する主体が「インフラ長寿命化計画（行動計画）」を策定するよう促して

います。 

 

 

図 1 本計画の位置づけ 

 

  

国 
かわにし未来ビジョン 

（総合計画） 国土強靭化基本計画 

川西町公共施設等総合管理計画 

公共施設・インフラの個別計画 

（橋梁・学校・上下水道等の長寿命化計画） 

インフラ長寿命化基本計画 

実施計画 

固定資産台帳 

新・公会計 

第  章 １ 計画の概要 
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３．公共施設等の状況  

 

（１）公共施設の概況 

本計画の対象とする公共施設について、平成 27 年４月１日を基準として施設分類で集

計・整理した一覧は以下のとおりです。 

 

表 1 公共施設一覧表 

大分類 中分類 
総延床 

面積（㎡） 主な施設 

町民文化系施設 
集会施設 13,448.9  

川西町大塚地区交流センター、川西町犬川地区

交流センター、川西町中郡地区交流センター、川

西町玉庭地区交流センター、川西町東沢地区交

流センター、川西町東沢活性化センター、川西町

吉島地区交流センター、川西町中央公民館、川

西町農村環境改善センター、川西町交流館等 

文化施設 4,618.3  川西町フレンドリープラザ 

社会教育系施設 博物館等 620.2  旧川西町埋蔵文化財資料展示館 

ｽﾎﾟｰﾂ･ 

ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系施設 

スポーツ施設 7,145.7  

川西町営小松スキー場ロッジ、川西町民総合体

育館、川西町総合運動公園クラブハウス 

保養施設 2,714.7  川西町浴浴センター 

学校教育系施設 学校 44,154.8  

川西町立小松小学校、川西町立大塚小学校、川

西町立犬川小学校、川西町立中郡小学校、川西

町立高山小学校、川西町立玉庭小学校、川西町

立東沢小学校、川西町立吉島小学校、川西町立

川西中学校 

子育て支援施設 幼稚園・保育園・こども園 4,062.4  

川西町立北斗幼稚園、川西町立美郷幼稚園、川

西町子育て支援センター、川西町立小松保育

所、川西町立玉庭へき地保育所 

保健・福祉施設 高齢福祉施設 311.4  川西町生きがい交流館 

医療系施設 医療施設 3,518.9  旧川西町立病院 

行政系施設 

庁舎等 3,151.5  川西町役場、川西町役場第 1分庁舎 

消防施設 1,826.3  消防ポンプ庫 

その他行政系施設 1,421.0  川西防雪サブセンター、スノーステーション 

供給処理施設 供給処理施設 3,411.8  エコスノードーム、川西町たまにわ堆肥センター 

公営住宅 公営住宅 2,953.5  
第４平谷地住宅、第１東陽寺前住宅、第２東陽寺

前住宅、舘之北住宅、根岸住宅 

公園 公園 1,006.9  川西ダリヤ園、置賜公園 

上水道施設 上水道施設 416.9  八幡原配水池等 

下水道施設 下水道施設 541.1  中大塚処理施設、下小松処理施設 

その他 その他 1,479.3  川西町斎場 

 

総合計 96,803.5    

 

本町が所有する公共施設の総延床面積は、平成 27 年度末で約 9.7 万㎡となっています。

その内訳は、学校校舎や体育館などの学校教育系施設が 45.6％と最も多くを占めており、

次いで、集会施設の 13.9％、スポーツ施設の 7.4％となっています。 
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図 2 分類別延床面積の内訳 

 

（２）県内町村との比較 

 総務省が公表する「公共施設状況調査経年比較表」及び「住民基本台帳人口（平成 25 年

３月 31 日現在）」に基づくと、本町の公共施設総延床面積は 84,674 ㎡、町民一人あたりで

は 4.974 ㎡で、県内の町村と比較すると、総延床面積では、平均推計線より若干高い位置

に、一人あたりの延床面積では、ほぼ平均に位置していることがわかります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※市については、町村と大きく状況が異なるため、グラフの枠外としています。 

図 3 人口あたりの延床面積比較 
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※市については、町村と大きく状況が異なるため、グラフの枠外としています。 

図 4 町民一人あたりの延床面積比較 

 

（３）類似団体との延床面積の比較 

 本町の一人あたりの延床面積について、全国の類似団体（Ⅳ−１）と比較すると、未合併

自治体の平均推計線より若干高い位置にいることがわかります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※「東洋大学 PPP 研究センター」国自治体公共施設延床面積データより 

図 5 町民一人あたりの延床面積比較 

 

※：※類似団体…全国の市区町村を「指定都市」「中核市」「特例市」「都市」「町村」「特別区」に分類した上で、さらに

「都市」「町村」を人口規模や産業構造で細分化し、合計 35 のグループに分けている。そのなかで同じグループに

属する自治体を指す。川西町は、Ⅳ－１（人口 1万 5千人以上 2万人未満、産業構造Ⅱ次･Ⅲ次 80％以上かつⅢ

次 55％未満の団体）で、24 団体が属している。  

0

2

4

6

8

10

12

14

0 10,000 20,000 30,000

１
人
当
た
り
延
床
面
積
（㎡
）

人口（人）

合併自治体

未合併自治体

線形 (未合併自治体)

高畠町

庄内町

金山町

大石田町

大江町

朝日町

河北町

最上町

大蔵村

西川町

飯豊町

山辺町

戸沢村

川西町

中山町

舟形町

真室川町

鮭川村

小国町

白鷹町

三川町

遊佐町



8 

（４）公共施設の設置状況 

公共施設を建築年度別にみると、1970 年代後半から整備量が増加し、1980 年代後半か

ら 1990 年代前半にピークを迎えます。その後、全体的に整備量は減少していますが、年

次によっては整備量が突出する特徴を示しています。 

 

①建築年度別の整備状況 

 
  ※上・下水道施設除く 95,846 平方メートルを対象とした。 

図 6 建築年度別整備状況 
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②耐震化の状況 

 町内の旧耐震基準で建設した主な公共施設と耐震化の状況は以下のとおりです。 

 

表 2 旧耐震基準で建設した公共施設（50 ㎡以上） 

建物名 所管課 大分類 中分類 建築年 
延床面積 
（㎡） 

川西町役場 総務課 行政系施設 庁舎等 1959 1,984.7 

川西町役場第 1分庁舎 総務課 行政系施設 庁舎等 1967 729.0 

川西町庁舎北側車庫 総務課 行政系施設 庁舎等 1959 127.2 

ストックヤード 総務課 その他 その他 1959 150.0 

旧川西町立病院 健康福祉課 医療施設 医療施設 1967 2604.5 

旧川西町立病院ボイラー室 健康福祉課 医療施設 医療施設 1967 168.0 

旧川西町立病院機械室等 健康福祉課 医療施設 医療施設 1967 516.4 

旧川西町立病院車庫 健康福祉課 医療施設 医療施設 1967 102.1 

川西町大塚地区交流センター まちづくり課 町民文化系施設 集会施設 1977 519.5 

川西町犬川地区交流センター まちづくり課 町民文化系施設 集会施設 1976 429.0 

川西町中郡地区交流センター まちづくり課 町民文化系施設 集会施設 1981 461.1 

川西町玉庭地区交流センター まちづくり課 町民文化系施設 集会施設 1976 456.0 

川西町東沢地区交流センター まちづくり課 町民文化系施設 集会施設 1973 393.3 

川西町吉島地区交流センター まちづくり課 町民文化系施設 集会施設 1979 466.4 

川西町民総合体育館 生涯学習課 ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系施設 ｽﾎﾟｰﾂ施設 1981 4,602.8 

川西防雪サブセンター 地域整備課 行政系施設 その他行政系施設 1976 144.0 

川西防雪サブセンター 車庫 地域整備課 行政系施設 その他行政系施設 1976 204.0 

川西防雪サブセンター 車庫 地域整備課 行政系施設 その他行政系施設 1981 186.0 

川西町中央公民館 教育総務課 町民文化系施設 集会施設 1970 2,369.4 

茨虫水源地 地域整備課 上水道施設 上水道施設 1979 75.3 

川西町立小松保育所 教育総務課 子育て支援施設 幼・保・こども園 1978 956.8 

ダリヤ球根貯蔵庫 産業振興課 公園 公園 1981 123.8 
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本町の公共施設の中で、1981 年以前の旧耐震基準により建設したのは面積比で全体の

31.7％あります。このうち、耐震化未実施の施設は全体の 9.3％となっています。 

 

図 7 公共施設の耐震化状況 

 

（５）インフラの整備状況 

①道路 

 本町の道路は、下表のとおり１級(幹線)町道が 52,135ｍ、２級(幹線)町道が 67,728ｍ、

その他の町道が 404,967ｍとなっています。また、自転車歩行者道は 29,618ｍです。 

道路改良率は、平成 26年度末現在 60.7％となっています。 

 

表 3 道路一覧表 

大分類 中分類 延べ面積（㎡） 備考 

道路 1 級(幹線) 414,005 実延長 L= 52,135m 

2 級(幹線) 445,604 実延長 L= 67,728m 

その他の町道 1,735,833 実延長 L= 404,967m 

自転車歩行者道 98,429 実延長 L= 29,618m 
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②橋梁 

 本町のインフラ施設のうち橋梁は 302 橋あり、その多くは、1960 年代後半から継続的に

整備され 2000 年代前半にほぼ整備が終了しています。10 数年後からは、耐用年数 60 年を

経過する橋梁が毎年みられるようになります。 

 
図 8 橋梁の年度別整備数 

 

本町の橋梁は、構造別面積でみると、鋼橋が 10,992 ㎡で最も多く、次いで、ＰＣ橋が 2,987

㎡、ＲＣ橋が 2,954 ㎡の順となっています。橋梁改良率は 95.4％です。 

 
図 9 橋梁の構造別面積 
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④上水道 

上水道では、1960 年代以降、段階的に整備が進められており、2012 年にほぼ終了してい

ます。上水道管の標準耐用年数は 40 年とされていますが、本町では予防保全型管理を実施

することで耐用年数を 10 年延長できるものとし、50 年と定めます。この場合、1965 年以

前の施設が更新時期を迎えることとなります。 

 
図 10 上水道の年度別整備延長 

⑤下水道 

 下水道整備は 1982 年以降、急速に進み、2010 年代にはほぼ終了しています。整備当初は

コンクリート管が主流でしたが、その後は塩ビ管による整備が主流となっています。耐用

年数である 50 年を超える施設は本町には見当たりません。 

 

図 11 下水道の年度別整備延長 
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４．人口の現状と見通し  

  

（１）町全体の現状と見通し 

 平成 27 年 12 月に策定した「川西町まち・ひと・しごと創生総合戦略」における人口ビ

ジョンでは、本町の目指すべき将来の方向性として、2040 年（平成 52 年）の定住人口を

12,000 人と設定しました。これは国立社会保障・人口問題研究所の「日本の地域別将来人

口（平成 25 年 3 月推計）」をベースに、出生及び移動に関して町独自の目標を設定したも

ので、出生率の上昇、平均（健康）寿命の延伸などの自然減対策に取り組みつつ、転出抑

制、転入促進による社会増対策を推進するなど、総合的な対策により取り組むものとして

います。 

 しかしながら、町全体として人口減少は避けて通ることのできない大きな課題であり、

公共施設等のあり方にも大きく影響を与えるものと考えられます。 

 

表 4 本町の将来人口推計（パターン４） 

 

※：「川西町まち・ひと・しごと創生総合戦略」における人口ビジョンで検討した人口推計パターン４をグラフ

化したものである。 

 

（２）地区別の現状と見通し 

 前出の将来人口推計のうち、町の目指すべき将来の方向性に基づき 7 地区別の推計を行

いました。 

 その結果、各地区の将来人口は、いずれにおいても減少が見られますが、地区により傾

向が異なります。減少率でみると、中郡地区では 2045 年までの人口減少率が町内で最も高

くなる他、人口が最も多い小松地区や人口が最も少ない東沢地区で、2060 年の減少率が

2010 年対比で 0.55 と推計されます。 

 一方、町内で比較的人口減少率の低い地区は、大塚地区、玉庭地区の 0.65 となっていま

す。 
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表 5 将来人口の推移（７地区別） 

 

 

 

表 6 将来人口の減少率（７地区別） 
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５．財政の現状  

 

（１）歳入（普通会計） 

 2014 年の町の歳入総額は 100.4 億円となっています。過去５年の推移をみると、地方税

はやや上昇傾向にある他、地方交付税、県支出金、その他一般財源はほぼ横ばいです。ま

た地方債や国庫支出金は年度毎にばらつきがあります。 

 

図 12 歳入決算額の推移（普通会計決算） 

 

（２）歳出（普通会計） 

 2014 年度の歳出総額は 96.3 億円となっています。過去５年の推移をみると、人件費は減

少傾向にありますが、物件費、公債費、繰出金はほぼ横ばいである一方で、扶助費は増加

傾向にあります。 

 

図 13 歳出決算額の推移（普通会計決算） 
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図 14 歳出決算額の内訳（普通会計決算） 

 

 投資的経費の推移及び内訳では、全体としてやや増加傾向にありますが、特に 2013 年に小

松小学校耐震化改築等大きな投資がみられたため、直近５年の平均経費額は例年より大きい

結果となっています。 

 今後、町が公共施設等の修繕、更新等に掛けられる投資的経費額については、中期財政計

画等から年間６億円と設定し、公共施設や道路、橋梁等の各種インフラへの按分は過去の投

資実績の比率によるものとして以後の計画策定の根拠とします。 

 

 

図 15 投資的経費の推移および内訳（普通会計決算） 
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（３）修繕・更新費の将来予測 

公共施設等の修繕・更新費用の将来予測にあたって、総務省が提供する「公共施設等更

新費用試算ソフト」の設定する標準頻度や単価を踏まえ、以下のとおり、町独自の採用値

を設定します。 

 また、移転、廃止がすでに決定している旧川西町埋蔵文化財資料展示館等の公共施設等

を除き、現有施設はすべて維持、更新するものとして費用を算出します。 

 

表 7 修繕・更新費の設定条件 

施設種別 実施内容 総務省設定 町設定 

公共施設 

大規模改修 
実施年数 30 年 30 年 

修繕期間 ２年 ５年 

建替え 
更新年数 60 年 60 年 

建替え期間 ３年 ３年 

現時点で積み残している大規模改修の処理 割当年数 10 年 個別対応 

現時点で積み残している建替え処理 割当年数 10 年 10 年 

道 路 更新 更新年数 15 年 30 年 

橋 梁 
更新 更新年数 60 年 60 年 

現時点で積み残している更新処理 割当年数 ５年 ５年 

上水道 
上水道管 更新年数 40 年 50 年 

現時点で積み残している更新処理 割当年数 10 年 10 年 

下水道 
下水道管 更新年数 50 年 50 年 

現時点で積み残している更新処理 割当年数 ５年 ５年 

 

表 8 大規模改修・建替え費用_一覧 

大分類 大規模改修 建替え 

町民文化系施設 25 万円/㎡ ※1 40 万円/㎡ ※3 

社会教育系施設 25 万円/㎡ ※1 40 万円/㎡ ※4 

ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系施設 20 万円/㎡ ※1 36 万円/㎡ ※3 

産業系施設 25 万円/㎡ ※1 40 万円/㎡ ※3 

学校教育系施設 17 万円/㎡ ※2 33 万円/㎡ ※4 

子育て支援施設 17 万円/㎡ ※1 33 万円/㎡ ※3 

保健・福祉施設 20 万円/㎡ ※1 36 万円/㎡ ※3 

医療施設 25 万円/㎡ ※2 40 万円/㎡ ※3 

行政系施設 25 万円/㎡ ※1 40 万円/㎡ ※3 

公営住宅 17 万円/㎡ ※1 28 万円/㎡ ※3 

公園 17 万円/㎡ ※1 33 万円/㎡ ※3 

供給処理施設 20 万円/㎡ ※1 36 万円/㎡ ※3 

その他 20 万円/㎡ ※1 36 万円/㎡ ※3 
※１：バリアフリー対応等社会的改修含む ※２：トイレ改修等社会的改修含む 
※３：解体費含む ※４：解体・グラウンド整備費含む 
 

表 9 道路更新費用_一覧 

道路種別 更新年数 更新単価 

１級町道 30 年 4,700 円/㎡ 

２級町道 30 年 4,700 円/㎡ 

その他の町道 30 年 2,700 円/㎡ 

自転車歩行者道 30 年 2,700 円/㎡ 
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表 10 橋梁更新費用_一覧 

道路種別 更新単価 

ＰＣ橋 425,000 円/㎡ 

ＲＣ橋 425,000 円/㎡ 

鋼橋 500,000 円/㎡ 

 

表 11 上水道更新費用_一覧 

種別 更新単価 

導水管・300 ㎜未満 100,000 円/ｍ 

送水管・300 ㎜未満 100,000 円/ｍ 

配水管・50 ㎜以下 97,000 円/ｍ 

 〃 ・75 ㎜以下 97,000 円/ｍ 

 〃 ・100 ㎜以下 97,000 円/ｍ 

 〃 ・125 ㎜以下 97,000 円/ｍ 

 〃 ・150 ㎜以下 97,000 円/ｍ 

 〃 ・200 ㎜以下 100,000 円/ｍ 

 〃 ・250 ㎜以下 103,000 円/ｍ 

 〃 ・300 ㎜以下 106,000 円/ｍ 

 〃 ・350 ㎜以下 111,000 円/ｍ 

 〃 ・400 ㎜以下 116,000 円/ｍ 

 

表 12 下水道更新費用_一覧 

種別 更新単価 

管 径・250mm 未満 61,000 円/ｍ 

 〃 ・251～500mm 未満 116,000 円/ｍ 

 〃 ・500mm～1000mm 未満 295,000 円/ｍ 
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６．将来の更新費用の推計  

 

将来の更新費用の推計にあたっては、公共施設等が耐用年数に到達した段階で全て更新し、

耐用年数の中間段階で大規模修繕を実施すると仮定します。 

 公共施設等に投資可能な将来見込み額については、中期財政計画より総額年間６億円と設

定します。その内訳については、以下のとおり過去５カ年に投資した経費の平均額から割合

を算出し、按分しています。 

なお各グラフ中では、それぞれの将来見込み投資額を赤横線で表記しています。 

 

表 13 過去５カ年の投資的経費内訳 

Ⅰ．公共施設に係る投資的経費 
  

（千円） 

  既存更新分 新規整備分 用地取得分 合計 

平成 22 年度 2010 年度 499,205 0 0 499,205 

平成 23 年度 2011 年度 501,327 0 0 501,327 

平成 24 年度 2012 年度 1,167,121 0 0 1,167,121 

平成 25 年度 2013 年度 1,268,343 0 0 1,268,343 

平成 26 年度 2014 年度 811,097 0 0 811,097 

５カ年平均 849,419 0 0 849,419 

      
Ⅱ．道路にかかる投資的経費 

  
（千円） 

  既存更新分 新規整備分 用地取得分 合計 

平成 22 年度 2010 年度 257,803 0 17,028 274,831 

平成 23 年度 2011 年度 307,949 0 29,268 337,217 

平成 24 年度 2012 年度 237,263 0 22,587 259,850 

平成 25 年度 2013 年度 690,717 0 23,021 713,738 

平成 26 年度 2014 年度 138,902 0 1,110 140,012 

５カ年平均 326,527 0 18,603 345,130 

      
Ⅲ．橋梁にかかる投資的経費 

  
（千円） 

  既存更新分 新規整備分 用地取得分 合計 

平成 22 年度 2010 年度 0 0 0 0 

平成 23 年度 2011 年度 0 0 0 0 

平成 24 年度 2012 年度 21,225 0 0 21,225 

平成 25 年度 2013 年度 73,527 0 0 73,527 

平成 26 年度 2014 年度 56,758 0 0 56,758 

５カ年平均 30,302 0 0 30,302 

      
Ⅳ．上水道にかかる投資的経費 

  
（千円） 

  既存更新分 新規整備分 用地取得分 合計 

平成 22 年度 2010 年度 85,467 2,391 0 87,858 

平成 23 年度 2011 年度 72,774 21,411 0 94,185 

平成 24 年度 2012 年度 64,253 5,511 0 69,764 

平成 25 年度 2013 年度 90,540 1,444 0 91,984 

平成 26 年度 2014 年度 107,677 718 0 108,395 

５カ年平均 84,142 6,295 0 90,437 
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Ⅴ．下水道にかかる投資的経費 

  
（千円） 

  既存更新分 新規整備分 用地取得分 合計 

平成 22 年度 2010 年度 75,255 0 0 75,255 

平成 23 年度 2011 年度 8,978 0 0 8,978 

平成 24 年度 2012 年度 19,837 0 0 19,837 

平成 25 年度 2013 年度 10,141 0 0 10,141 

平成 26 年度 2014 年度 19,502 0 0 19,502 

５カ年平均 26,743 0 0 26,743 

 
各施設にかかる投資的経費の合計 

  
（千円） 

  既存更新分 新規整備分 用地取得分 合計 

平成 22 年度 2010 年度 917,730 2,391 17,028 937,149 

平成 23 年度 2011 年度 891,028 21,411 29,268 941,707 

平成 24 年度 2012 年度 1,509,699 5,511 22,587 1,537,797 

平成 25 年度 2013 年度 2,133,268 1,444 23,021 2,157,733 

平成 26 年度 2014 年度 1,133,936 718 1,110 1,135,764 

５カ年平均 1,317,132 6,295 18,603 1,342,031 

※端数調整の関係上、各施設にかかる投資的経費の合計値は異なります。 

 

表 14 投資的経費額の按分表 

 
  

（千円） 

種別 ５カ年平均額 縮減率 将来見込み額 

Ⅰ．公共施設に係る投資的経費 849,419 

約 44.7％ 

379,761 

Ⅱ．道路にかかる投資的経費 345,130 154,302 

Ⅲ．橋梁にかかる投資的経費 30,302 13,548 

Ⅳ．上水道にかかる投資的経費 90,437 40,433 

Ⅴ．下水道にかかる投資的経費 26,743 11,956 

各施設にかかる投資的経費の合計 1,342,031 600,000 

※端数調整の関係上、各施設にかかる投資的経費の合計値は異なります。 
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（１）公共施設等全体（公共施設とインフラ） 

 本町が保有する公共施設及びインフラの今後 40 年間に掛る修繕・更新費用の総額は

760.2 億円に達し、１年あたりの平均整備額は 19.0 億円となります。この金額は、今後の

見込み投資的経費額である６億円を大きく超えることとなります。 

 公共施設では、2010 年代後半から 2020 年代後半まで、2030 年代後半以降に更新が集中

しています。2010 年代後半からは、川西町役場や川西町中央公民館、川西町民総合体育館、

旧川西町立病院など、過去に建設した拠点性の高い施設が大規模修繕・更新時期を迎える

ことで費用が突出することとなります。また、2030 年代以降からは、学校系施設が一斉に

更新時期を迎えることで多額の費用が必要となります。 

 

 

図 16 将来の更新費用の推計（公共施設およびインフラ資産） 
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（２）公共施設全体 

公共施設に限ってみると、公共施設の今後 40 年間に掛る更新費用総額は 310.5 億円で、

１年あたりの整備額は 7.8 億円です。直近５年の平均投資的経費額は、既存更新分および

新規整備分を合わせて 8.49 億円となっています。 

2010 年代末までは、築 31 年以上 50 年未満の建築物に対する修繕費用が掛かるほか、2020

年代は川西町役場庁舎等の更新に費用が必要となる状況です。 

また 2030 年代以降からは、学校系施設が一斉に更新時期を迎えることで大きな整備額が

毎年必要となります。 

 

 

図 17 将来の更新費用の推計（公共施設全体） 
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（３）インフラ全体 

また、インフラの今後 40 年間に掛る更新費用総額は 449.6 億円で、１年あたりの整備額

は 11.2 億円です。 

インフラのうち、道路の修繕費を 30 年周期で計算していますが、今後の見込み投資的経

費額である金額をこれだけで超えることとなります。 

その他、上水道施設に関しては、更新時期を迎えたものから順次更新を行うこととして

いるため、年次によっては経費額の確保が必要となります。また、橋梁については、2020

年代後半から更新時期を迎えるものが継続的にみられるようになります。 

 

 

図 18 将来の更新費用の推計（インフラ全体） 

 

次頁以降に、主要なインフラごとの傾向を示します。 
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①道路 

 道路の今後 40年間に掛る更新費用総額は 119.9 億円で、１年あたりの整備額は 3.0 億円

となります。今後の道路に対する見込み投資的経費額に対し、費用の不足が想定されます。 

 

※：道路は整備した路線単位では更新を行わないことから、更新費用総額より単年度あたりの更新費用額

を算出し計上している。 

図 19 分類別面積による将来の更新費用の推計（道路） 

 

②橋梁 

橋梁の今後 40 年間に掛る更新費用総額は 78.6 億円で、１年あたりの整備額は 2.0 億円

となります。今後 10 年程度は大きな費用は掛かりませんが、2020 年代末以降は順次更新時

期を迎えるため、大きな経費額が見込まれます。 

 

図 20 構造別面積による将来の更新費用の推計（橋梁） 
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③上水道 

上水道の今後 40年間に掛る更新費用総額は 215.7 億円で、１年あたりの整備額は 5.4 億

円となります。上水道施設は地区ごとに整備されるため、費用の推計にあたっては、整備

後 50 年と想定した耐用年数に合わせて更新することとしています。 

 

図 21 管径別年度別延長による将来の更新費用の推計（上水道） 

 

④下水道 

下水道の今後 40 年間に掛る更新費用総額は 35.4 億円で、１年あたりの整備額は 0.9 億

円となります。2020 年代後半に下水処理施設等の更新が見込まれる他、2030 年代後半から

本格的な更新時期を迎えます。 

 

図 22 管径別・年度別延長による将来の更新費用の推計（下水道） 
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下水処理施設等

耐用年数越え

年度更新整備

用地取得分

新規整備分

既存更新分

ダミー

総整備額 37.7 億円

40年間整備額 35.4 億円

１年当たり整備額 0.9 億円

億円

投資的経費
（将来見込み）
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１．現状や課題に関する基本認識 

２．計画期間 

   

 

 

 

 

（１）社会の変化と公共施設に対する町民ニーズ 

人口減少・少子高齢化により、地域コミュニティの機能・活力の低下、地域経済の活力

低下、税収入の低下などに大きく影響を与えるとともに、公共施設の町民ニーズの変化を

もたらします。幼齢人口の減少により学校教育関連施設の余剰が生じ、また高齢化の進行

により保健・福祉関連施設の需要が高まることが想定されます。 

今後は、施設の複合利用、目的替え利用、統廃合など、効率的・効果的な施設のあり方

を検討し、既設の公共施設等を十分に活用するなど、町民への行政サービスの確保に努め

ます。 

 

（２）公共施設等の老朽化と更新 

町の公共施設の現状は、1950 年代から 1970 年代にかけて建設した川西町役場庁舎や旧川

西町立病院、川西町立小松保育所などが更新時期を迎えていること、1980 年代から 1995

年頃までの 15 年間に整備した川西町民総合体育館、学校系施設や町民文化系施設の大規模

修繕時期を迎えていることの２つの特徴を持っています。またインフラでは、古くから整

備が進められてきた道路や上水道施設が段階的に更新時期を迎えていること、橋梁や下水

道施設が 2040 年代以降に更新時期を迎えること等の特徴を持っています。 

今後、公共施設等の老朽化対策については、効果的・効率的な行政運営を実施する観点

から施設の長寿命化や複合化等を計画的に実施します。 

 

（３）財源の限界 

今後、少子化に伴う生産年齢人口の減少等により町税収入の減少が懸念されますが、一

方で、高齢化に伴う社会保障費の増大が見込まれます。このような中、公共施設等に振り

向けることのできる経費は限りがあります。公共施設及びインフラ全体について、今後 40

年間に掛る経費の総額が 760.2 億円、年平均 19.0 億円が必要であると推計していますが、

今後の見込み投資的経費予算額 6.0 億円に対して３倍以上の額となります。 

今後の公共施設等に投資可能な経費額については、実施計画や予算編成で優先度等を決

定し、効率的、効果的な投資を行うものとします。 

 

 

 

本町において建設した公共施設等がこれから大量に更新時期を迎えることを踏まえ、平成

28 年度から平成 37 年度までの 10年間を計画期間とし、以後、継続的な更新を行います。 

また、計画期間内であっても社会情勢の変化等により見直しが必要となった場合は、速や

かに改定するものとします。 

第   章 2 公共施設等総合管理基本方針 
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３．公共施設等の管理に関する基本的な考え方  

 

（１）点検・診断等の実施方針 

・道路法の改定により、5 年に一度の定期点検の実施が求められるようになったことから、

橋梁など、社会資本の安全確保のため、点検や健全度の把握を実施します。 

・公共施設やインフラは、予防保全型管理の視点を持って、計画的な点検・診断等の実施

を行います。 

 

（２）維持管理・修繕・更新等の実施方針 

・施設の重要度や劣化状況に応じて長期的な視点で優先度をつけて、計画的な維持管理・

修繕・更新を行います。今後も維持していく公共施設については、中長期的修繕計画を

策定することを検討します。 

・少子化、高齢化社会への対応として、施設の更新にあたってはバリアフリーや環境への

配慮など、時代の要求に対応した更新を検討します。 

・公共施設の更新にあたっては、機能の複合化や将来の改修容易性などに配慮した検討を

進めます。 

 

（３）安全確保の実施方針 

・町民の安全確保を実施する観点から、日常点検、定期点検などを通じて公共施設等の劣

化状況を把握するとともに、災害発生時の機能保持のため、安全性の確保に努めます。 

・今後維持していくことが難しい施設については、町民の安全確保の観点から、早期の供

用廃止などの措置を適切に取っていきます。 

 

（４）耐震化の実施方針 

・1981 年度以前の旧耐震基準により建築した公共施設については統廃合も視野に入れ、耐

震化を行うか検討を進めていきます。 

・今後、耐震化が必要となる公共施設や道路、橋梁、上下水道などのインフラについて、

引き続き検討を進め、必要な整備を行います。 

 

（５）長寿命化の実施方針 

・個別施設毎のインフラ長寿命化計画の策定を推進し、計画的な修繕・更新を行います。 

・少しずつ手を加えることで使用見込み期間の延伸が見られる施設については、予防保全

型管理を行います。 

 

（６）統合や廃止の推進方針 

・人口減少時代の到来を迎え、施設の利用頻度が低い施設や老朽化が進んだ施設は、近接

する類似施設との集約化や用途の異なる施設との複合化を検討します。 

・当該サービスが公共施設等を維持しなければならないものであるか、民間活力が活用で

きないかなど、公共施設等とサービスの関係について十分に留意していきます。 

・少子化・高齢化、人口減少などの人口動態の変化に対応した公共施設の再編、再配置を

検討します。 

・公共施設の保有量については、少子化・高齢化、人口減少社会の到来に対応し、施設の

需要量の変化に合わせた量とサービスの最適化を図ります。 
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（７）ＰＰＰ/ＰＦＩの推進 

・施設の設置、管理運営にあたっては、指定管理者制度のほか、ＰＰＰ／ＰＦＩの活用を

検討します。 

 

（８）総合的かつ計画的な管理を実現するための体制の構築方針 

・本計画を確実に実施するため、必要となる全庁的な取組体制の構築や情報共有の方策に

ついて、本町の状況を踏まえ方針を策定します。 

・公共施設等総合管理方針に基づき公共施設等に関する情報を全庁的に管理します。 

・公共施設マネジメントは、固定資産台帳とも連携させ、地方公会計制度の財務諸表や財

産に関する調書とも整合性を図ることで、一貫した資産データに基づく運用管理を行い

ます。 

・職員一人一人が経営的視点を持って、全体の最適化を意識した公共施設管理に取り組み

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※：PPP･･･Public Private Partnership の略。公共サービスの提供に民間が参画する手法を幅広く捉えた概念
で、民間資本や民間のノウハウを利用し、効率化や公共サービスの向上を目指すもの。 

※：PFI･･･Private Finance Initiative の略。公共施設等の建設、維持管理、運営等を民間の資金、経営能力
及び技術的能力を活用するもの。 
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１．町民文化系施設 

 

 

 

 

 

 

（１）現況と課題の認識 

 町内には川西町中央公民館や川西町フレンドリープラザをはじめ、各地区交流センター

などを整備しており、町民文化活動や研修等に広く活用されています。また、協働のまち

づくりの拠点として重要な役割を果たしています。 

 町民文化系施設は、町民全体が活用する施設、地域で活用する施設、それぞれの役割を

担っていますが、老朽化が進行している施設も多く、今後の修繕費の増大が懸念されます。 

 

（２）管理に関する基本方針 

 町民文化系施設については、現状の施設・機能を維持するとともに、町民全体が活用す

る施設では稼働率の向上など、より一層の利活用を検討するとともに、地域で活用する施

設については、予防保全型管理により少しでも使い伸ばす取り組みを行います。 

 1970 年建設の川西町中央公民館については、平成 26 年度に耐震診断を行った結果、構

造耐震指標（Ｉｓ値）は震度 6強以上の地震で「崩壊、倒壊の危険性が高い」とされる 0.3

未満の 0.154 と判明しました。川西町役場庁舎に併設されていることから、庁舎建設と併

せて複合化を図るなど、効率的な整備を進めます。 

 また維持管理については、議会や町民との協議を踏まえ、必要な修繕及び更新を図りま

す。 

 

表 15 町民文化系施設_主要施設 

建物名 所管課 中分類 建築年 
延床面積 

（㎡） 
構造 

川西町中央公民館 教育総務課 集会施設 1970 2,369.36 ＲＣ4 階建 

川西町フレンドリープラザ 生涯学習課 文化施設 1994 4,618.29 鉄骨鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 3 階建 

川西町交流館 生涯学習課 集会施設 1995 4,000.48 RC3 階建 

川西町農村環境改善センター 農地林務課 集会施設 1982 1,439.07 RC2 階建 

川西町大塚地区交流センター まちづくり課 集会施設 1977 519.50 鉄骨 2 階建 

川西町犬川地区交流センター まちづくり課 集会施設 1976 428.96 鉄骨２階建 

川西町中郡地区交流センター まちづくり課 集会施設 1981 461.07 鉄骨２階建 

川西町玉庭地区交流センター まちづくり課 集会施設 1976 456.03 鉄骨２階建 

川西町東沢地区交流センター まちづくり課 集会施設 1973 393.33 木造 2 階建 

川西町吉島地区交流センター まちづくり課 集会施設 1979 466.38 鉄骨平屋建 

川西町東沢活性化センター 農地林務課 集会施設 2010 496.00 木造平屋建 

 

  

第   章 3 
施設類型ごとの管理に関する 
基本的な方針  
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２．社会教育系施設 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

３．スポーツ・レクリエーション系施設 

 

 

（１）現況と課題の認識 

町内の社会教育系施設には、旧川西町埋蔵文化財資料展示館があります。本施設は鉄骨

平屋建の構造で、1985 年に開設しており更新時期 40 年が迫っている状況です。 

 

（２）管理に関する基本方針 

 本施設に展示されている文化財資料類は、引き続き町民等に広く紹介できることから、

川西町交流館に移行するものとし、現在の建物は除却することとします。 

今後、社会教育系施設の要望、必要性などが生じた場合は、学校校舎を活用するなど、

既存施設の活用を再優先に検討します。 

 

表 16 社会教育系施設_主要施設 

建物名 所管課 中分類 建築年 
延床面積 

（㎡） 構造 

旧川西町埋蔵文化財資料展示館 生涯学習課 博物館等 1985 620.22 鉄骨平屋建 

 

 

 

 

（１）現況と課題の認識 

 町のスポーツ・レクリエーション系施設には、川西町民総合体育館や、川西町浴浴セン

ターなどがあり、町民の健康増進や休日の娯楽、観光振興等に寄与しています。これらの

施設は 1980 年代以降に整備したもので、今後 10 年間に大規模修繕が必要となります。 

 

（２）管理に関する基本方針 

 スポーツ・レクリエーション系施設は、町の特性や町民ニーズに呼応して建設したもの

であり、今後も施設の機能維持を目的とした管理を行います。 

 町民総合体育館は、災害発生時には町民の避難場所となることから適切な耐震化を図る

必要があります。また保養施設である川西町浴浴センターは、衛生管理を徹底するため、

随時設備の更新や小規模修繕が必要となります。 

 

表 17 スポーツ・レクリエーション系施設_主要施設 

建物名 所管課 中分類 建築年 
延床面積 
（㎡） 

構造 

川西町民総合体育館 生涯学習課 ｽﾎﾟｰﾂ施設 1981 4,602.75 鉄骨鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 3 階建 

川西町浴浴センター 産業振興課 保養施設 1992 2,688.70 RC 造 2階建 

川西町交流館 屋内運動場 生涯学習課 ｽﾎﾟｰﾂ施設 1995 1,778.12 鉄筋鉄骨平屋建 

川西町営小松スキー場ロッジ 生涯学習課 ｽﾎﾟｰﾂ施設 1989 156.50 木造 2 階建 

川西町総合運動公園クラブハウス 生涯学習課 ﾚｸ・観光施設 1989 608.31 木造平屋建 

犬川河川公園炊事場 地域整備課 ﾚｸ・観光施設 2001 9.90 木造平屋建 

 

  



31 

４．学校教育系施設   

 

（１）現況と課題の認識 

 町の公共施設のうち、学校校舎や体育館などの学校教育系施設が最も多くの面積を占め

ています。学校は、子どもたちの教育の場であるほか、地域の活動拠点でもあります。 

 学校の多くは 1980 年代以降に建設されましたが、最も古い校舎は川西町立玉庭小学校で

1963 年建設です。学校教育施設については、平成 27 年度をもって耐震化工事は完了してい

ます。 

 今後、少子化が進行する中、施設の余剰が発生することが予想されます。地域拠点とし

て活力を維持しながら校区の再編、空き校舎の再活用などが課題となってきます。 

 

（２）管理に関する基本方針 

 町の子供たちが安心して充実した学校生活を送れるよう、学校施設整備は継続的に実施

するほか、学区再編検討委員会等で地域の合意形成を図りつつ、将来の小学校学区再編を

継続的に検討し経費の削減に努めます。 

  

表 18 学校教育系施設_主要施設 

建物名 所管課 中分類 建築年 
延床面積 

（㎡） 構造 

川西町立小松小学校 校舎 教育総務課 学校 2013 5,017.00 RC3 階建 

川西町立小松小学校 体育館 教育総務課 学校 2002 1,342.00 鉄骨鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 2 階建 

川西町立大塚小学校 校舎 教育総務課 学校 1988 3,450.00 RC3 階建 

川西町立大塚小学校 体育館 教育総務課 学校 1986 911.00 鉄筋鉄骨一部２階建 

川西町立犬川小学校 校舎 教育総務課 学校 1989 2,336.24 RC3 階建 

川西町立犬川小学校 体育館 教育総務課 学校 1977 756.96 鉄骨鉄筋平屋建 

川西町立中郡小学校 校舎 教育総務課 学校 1994 3,228.82 RC3 階建 

川西町立中郡小学校 体育館 教育総務課 学校 1978 782.06 鉄筋鉄骨平屋建 

川西町立高山小学校 校舎 教育総務課 学校 1990 2,109.18 RC3 階建 

川西町立高山小学校 体育館 教育総務課 学校 1989 824.86 鉄筋鉄骨平屋建 

川西町立玉庭小学校 校舎 教育総務課 学校 1963 1,476.00 RC3 階建 

川西町立玉庭小学校 体育館 教育総務課 学校 1963 596.00 鉄骨平屋建 

川西町立東沢小学校 校舎 教育総務課 学校 1981 2,396.00 RC3 階建 

川西町立東沢小学校 体育館 教育総務課 学校 1975 664.00 鉄骨平屋建 

川西町立吉島小学校 校舎 教育総務課 学校 1986 5,172.00 RC3 階建 

川西町立吉島小学校 体育館 教育総務課 学校 1984 1,036.00 鉄筋鉄骨平屋建 

川西町立川西中学校 校舎 教育総務課 学校 1984 6,212.28 RC3 階建 

川西町立川西中学校 体育館 教育総務課 学校 1983 1,395.00 鉄骨平屋建 

川西町立川西中学校 給食室 教育総務課 学校 2011 374.14 ＲＣ2 階建 

川西町立川西中学校 武道場 教育総務課 学校 1996 450.00 鉄筋鉄骨平屋建 
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５．子育て支援施設   

６．保健・福祉施設   

 

 

（１）現況と課題の認識 

 子育て支援施設の充実は、子育て世代が働きやすく、安心して子どもを産み育てられる

環境整備に大変重要な事項です。町では２つの幼稚園と保育所を管理運営していますが、

1970 年代後半から建設した施設が一斉に更新時期を迎えるとともに、少子化に伴う利用者

の減少が今後の課題となっています。 

 

（２）管理に関する基本方針 

 町では幼稚園、保育所の運営を引き続き進めていきますが、川西町立小松保育所は 1978

年の建設であり老朽化が進行しているため、複合化施設を含めた更新等の検討を行うほか、

その他の幼児施設についても利用者の要望に向き合い、修繕・更新の検討を進めます。 

 

表 19 子育て支援施設_主要施設 

建物名 所管課 中分類 建築年 
延床面積 

（㎡） 構造 

川西町立美郷幼稚園 教育総務課 幼・保・こども園 1982 800.49 ＲＣ平屋建 

川西町立北斗幼稚園 教育総務課 幼・保・こども園 1998 877.81 木造平屋建 

川西町子育て支援センター 教育総務課 幼・保・こども園 1987 799.53 木造平屋建 

川西町立小松保育所 教育総務課 幼・保・こども園 1978 956.81 RC 平屋建 

川西町立玉庭へき地保育所 教育総務課 幼・保・こども園 1993 403.67 木造平屋建 

 

 

 

 

（１）現況と課題の認識 

 町の保健・福祉施設には、生きがい交流館があり、2002 年に整備しました。今後、高齢

化社会を迎えるにあたって、高齢者の施設ニーズが大きくなることも想定されます。 

 

（２）管理に関する基本方針 

 高齢化社会の到来と少子化の傾向を十分把握し、基本的には民間サービスの動向を踏ま

えつつ、町として余剰施設の活用など、町民のニーズに対応した保健・福祉サービスの提

供を進めます。 

 

表 20 保健・福祉施設_主要施設 

建物名 所管課 中分類 建築年 
延床面積 

（㎡） 
構造 

川西町生きがい交流館 健康福祉課 高齢福祉施設 2002 311.37 木造平屋建 
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７．医療施設      

８．行政系施設      

 

 

（１）現況と課題の認識 

 町では町立病院を所有していましたが、医療機能は置賜広域病院組合に移管されていま

す。旧川西町立病院は 1967 年に建設し建設から 48 年が経過し施設設備が老朽化している

状況で、費用対効果や利用者の安全等の観点から、現在の施設を継続して利用することが

課題となっています。 

 

（２）管理に関する基本方針 

 今後は、公立置賜総合病院等と連携を図りつつ、各施設の機能を充実させて、町民に安

心と信頼される医療を提供するとともに、介護・福祉などの連携を図り、一体的なサービ

スを提供することで、町民が住み慣れた地域で安心していきいきと暮らすことができる拠

点施設整備の検討を進めます。 

 

表 21 医療施設_主要施設 

建物名 所管課 中分類 建築年 
延床面積 

（㎡） 
構造 

旧川西町立病院 健康福祉課 医療施設 1967 2,604.55 RC３階建 

 

 

 

 

（１）現況と課題の認識 

 行政系施設は、庁舎等、その他の行政系施設、消防施設に分類されます。川西町役場庁

舎は 1959 年に建設した施設で耐用年数 60 年に迫っており、老朽化が進行していることか

ら更新について検討を進める必要があります。 

 

（２）管理に関する基本方針 

 川西町役場庁舎については、平成 26年度に耐震診断を行った結果、構造耐震指標（Ｉｓ

値）は震度６強以上の地震で「崩壊、倒壊の危険性が高い」とされる 0.3 未満の 0.221 と

判明しました。大規模災害が発生した際、災害対策の重要な拠点となることから、町民の

安全・安心を考えるうえでも、町民の理解を得ながら更新の検討を進めます。 

 

表 22 行政系施設_主要施設 

建物名 所管課 中分類 建築年 
延床面積 
（㎡） 

構造 

川西町役場 総務課 庁舎等 1959 1,984.70 RC3 階建 

川西町役場第 1分庁舎 総務課 庁舎等 1967 729.00 鉄骨 3 階建 

川西防雪サブセンター 地域整備課 その他行政系施設 1976 144.00 鉄骨造平屋建 

スノーステーション 地域整備課 その他行政系施設 1994 208.68 鉄骨造平屋建 

  ※消防ポンプ庫を除く 
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９．公営住宅      

10．公園      

 

 

（１）現況と課題の認識 

 町には公営住宅が４箇所あり、いずれも入居率が高い状況にあります。第４平谷地住宅

は 1976 年に建設した木造住宅で、耐用年数 30 年を超えております。第１東陽寺前住宅は

1987 年に建設した木造住宅で、耐用年数 30 年を迎えようとしています。舘之北住宅の修

繕を含め、快適な住環境を維持していく必要があります。 

 

（２）管理に関する基本方針 

 町では、快適で住み良い環境づくりの観点から多様な住宅環境の整備を進めており、公

営住宅の計画的な改築を進めます。 

 

表 23 公営住宅_主要施設 

建物名 所管課 中分類 建築年 
延床面積 

（㎡） 
構造 

根岸住宅 地域整備課 公営住宅 2014 534.85 木造 2 階建 

舘之北住宅 地域整備課 公営住宅 1992 1,383.51 鉄筋造 4階建 

第１東陽寺前住宅 地域整備課 公営住宅 1987 523.28 木造平屋建 

第２東陽寺前住宅 地域整備課 公営住宅 1990 261.64 木造平屋建 

第４平谷地住宅 地域整備課 公営住宅 1976 204.64 木造平屋建 

 

 

 

（１）現況と課題の認識 

 公園は、町民の快適な暮らしを支える公共施設として利用されるほか、川西ダリヤ園は

「ふれあいの丘」を構成する観光施設として多くの来園者を迎えています。施設の老朽化

対策として、予防保全型管理による施設の長寿命化を実施する必要があります。 

 

（２）管理に関する基本方針 

 川西ダリヤ園や置賜公園は、町の主要な観光施設であり、園内に設置されている公園施

設については、来園者の快適性、利便性などを考慮しつつ、適切な修繕を行うなどの管理

を実施します。 

表 24 公園施設_主要施設 

建物名 所管課 中分類 建築年 
延床面積 

（㎡） 
構造 

ダリヤ園売店・食堂 産業振興課 公園 2003 103.93 木造平屋建 

ダリヤ球根貯蔵庫 産業振興課 公園 1981 123.75 木造平屋建 

ダリヤ球根貯蔵庫 産業振興課 公園 2004 195.42 木造平屋建 

ダリヤ園チケットブース 産業振興課 公園 2003 73.70 木造平屋建 

ダリヤ園公衆便所 産業振興課 公園 1996 49.68 RC 平屋建 

ダリヤ園内公衆便所 産業振興課 公園 2012 19.01 RC 平屋建 

ダリヤ園 倉庫 産業振興課 公園 2009 33.12 木造平屋建 

置賜公園野外ステージ 産業振興課 公園 1987 152.58 鉄骨平屋建 

置賜公園 便所 産業振興課 公園 2009 11.69 RC 平屋建 

蓬田緑地公園公衆トイレ 地域整備課 公園 1985 14.00 コンクリートブロック 

 



35 

11．供給処理施設       

12．その他の施設 

 

 

（１）現況と課題の認識 

 町の供給処理施設には、エコスノードームと川西町たまにわ堆肥センターがあり、いず

れも 2007 年に建設されました。エコスノードームは雪冷房システムとして川西町フレンド

リープラザの冷房等に使用され、川西町たまにわ堆肥センターは牛糞堆肥の製造場所とし

て、それぞれ利用され成果をあげています。今後は、施設・設備の更新に備え、計画的な

管理を行っていく必要があります。 

 

（２）管理に関する基本方針 

 いずれの施設も町の資源を活用した再資源化施設であり、今後も施設・機能の維持に努

めます。 

 

表 25 供給処理施設_主要施設 

建物名 所管課 中分類 建築年 
延床面積 

（㎡） 
構造 

エコスノードーム 生涯学習課 供給処理施設 2007 393.40 鉄骨平屋建 

川西町たまにわ堆肥センター 産業振興課 供給処理施設 2007 2,966.60 木造平屋建 

 

 

 

 

（１）現況と課題の認識 

 その他の施設の主な施設は、川西町斎場、公衆トイレなどとなっています。 

 

（２）管理に関する基本方針 

 川西町斎場は、故人との最後の別れを行う場所であり、重要な施設のひとつであること

から、厳粛な雰囲気を維持するため、引き続き適切な管理を行います。また公衆トイレは、

利用者の快適性を確保した管理に努めます。 

 

表 26 その他の施設_主要施設 

建物名 所管課 中分類 建築年 
延床面積 
（㎡） 

構造 

川西町斎場 住民生活課 その他 1988 574.34 鉄筋造平屋建 

ストックヤード 総務課 その他 1959 150.00 鉄骨平屋建 

下小松古墳群駐車場トイレ 生涯学習課 その他 2010  11.69 木造平屋建 

羽前小松駅公衆便所 住民生活課 その他 1992 19.01 PC ｺﾝｸﾘｰﾄ平屋建 
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13．上水道施設 

14．下水道施設 

 

 

（１）現況と課題の認識 

 本町の上水道は 1970 年代後半から 1980 年代前半に整備した施設が多く、耐用年数を 50

年とすると 2020 年代後半から一斉に更新時期を迎えます。 

 

（２）管理に関する基本方針 

 水道水の安定した供給を確保するため、老朽化した配管等を計画的に更新するとともに、

耐震化対策を進め、災害に強い上水道の確保に努めます。 

 

表 27 上水道施設_主要施設 

建物名 所管課 中分類 建築年 
延床面積 

（㎡） 
構造 

玉庭ポンプ場 地域整備課 上水道施設 1972 65.54 鉄筋コンクリート 

和合加圧場 地域整備課 上水道施設 1977 40.0 RC 平屋建 

東沢ポンプ場 地域整備課 上水道施設 1977 42.0 RC 平屋建 

第一加圧場 地域整備課 上水道施設 1979 13.53 木造平屋建 

第二加圧場 地域整備課 上水道施設 1979 13.53 木造平屋建 

茨虫浄水場 地域整備課 上水道施設 1978 70.2 木造平屋建 

茨虫水源地 地域整備課 上水道施設 1979 75.26 鉄骨平屋建 

八幡原配水池 地域整備課 上水道施設 1982 44.8 RC 平屋建 

朴沢ポンプ場 地域整備課 上水道施設 1981 24.8 木造平屋建 

正安寺配水池 地域整備課 上水道施設  2007 27.26 鉄筋コンクリート 

 

 

 

 

（１）現況と課題の認識 

本町の下水道計画面積は 600.0ha で、平成 26年度末現在の処理面積は約半分の 297.74ha

となっています。下水処理施設は、中大塚処理施設と下小松処理施設の２カ所あり、1996

年、1997 年に建築されるなど、比較的新しい施設です。今後も下水道事業の進捗により処

理量の増加が見込まれます。 

 

（２）管理に関する基本方針 

 本町の下水道計画に沿って、引き続き下水道事業を進める一方、処理水の環境基準を確

保する観点から設備類を含めて予防保全型管理の取り組みを実施し、計画的に適切な維持

管理を行います。 

表 28 下水道施設_主要施設 

建物名 所管課 中分類 建築年 
延床面積 
（㎡） 

構造 

中大塚処理施設 地域整備課 下水道施設 1996 345.2 鉄骨造平屋建 

下小松処理施設 地域整備課 下水道施設 1997 195.9 鉄骨造平屋建 
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1．今後 10 年間の主な施設の投資見込み 
 

  

 

 

  

 

 平成 28 年度から 10 年間に大規模修繕、あるいは更新、除却を計画・検討している主な施

設は以下のとおりです。その他施設につきましては維持修繕で対応していきます。なお、今

後はかわにし未来ビジョンや実施計画と整合性をとって進めていきますが、予算化の状況等

により下記表は変更することがあります。 

 

表 29 今後 10 年間の投資見込み 

建物名/施設名 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 Ｈ32 Ｈ33 Ｈ34 Ｈ35 Ｈ36 Ｈ37 

川西町役場                  

川西町役場第 1分庁舎                  

川西町中央公民館           

旧川西町立病院           

川西町立小松保育所           

川西町斎場           

川西町生きがい交流館           

川西町農村環境改善センター            

川西町浴浴センター           

川西町民総合体育館           

旧川西町埋蔵文化財資料展示館           

川西町フレンドリープラザ           

川西町立美郷幼稚園           

川西町立北斗幼稚園           

川西町立玉庭へき地保育所            

川西町子育て支援センター           

川西町大塚地区交流センター           

川西町犬川地区交流センター           

川西町中郡地区交流センター           

川西町玉庭地区交流センター           

川西町東沢地区交流センター           

川西町吉島地区交流センター           

川西町立小松小学校           

川西町立大塚小学校                 

川西町立犬川小学校                  

川西町立中郡小学校                

川西町立高山小学校            

川西町立玉庭小学校・寄宿舎            

川西町立東沢小学校            

川西町立吉島小学校             

第   章 ４ 今後 10 年間の投資見込み 
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建物名/施設名 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 Ｈ32 Ｈ33 Ｈ34 Ｈ35 Ｈ36 Ｈ37 

川西町立川西中学校            

公営住宅整備           

館之北住宅           

東陽寺前住宅           

平谷地住宅           

ダリヤ公園施設           

置賜公園施設           

川西町たまにわ堆肥センター             

 

【凡例】 

     検討    大規模修繕    更新    除却 
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１．全庁的な取組体制の構築及び情報管理・共有方策 

２．フォローアップの進め方について 

３．町議会や町民との情報共有について 

  

 

 

 

 

 公共施設の修繕・更新等に関する情報は、現在整備中である固定資産台帳に反映させる必

要があることから、各課で実施する取り組みを年次単位で集約し、台帳に反映させる取り組

み体制を確立します。また、これらの情報から公共施設等総合管理計画の変更、更新等が容

易に行えるようにします。 

 公共施設等総合管理計画の策定後も社会動向等の変化に対応し、公共施設のあり方や再配

置等を検討するとともに、各課で所管する公共施設ごとの個別計画（長寿命化計画等）の策

定、実施、進行管理を確実に行うものとします。 

 

 

 

 本計画は、５年目に見直しを行います。ただし、かわにし未来ビジョンや実施計画と整合

性をとって進めていきますが、予算化の状況等により変更することがあります。 

 本計画を踏まえ策定する再配置計画及び各所管課による個別計画についても、それぞれの

定めるフォローアップの方針に沿って計画的な取組を実施します。 

 

 

 

本計画に基づく取り組みや変更等については、議会へ報告するとともに、外部委員会等に

説明を行っていきます。また、今後の再配置計画等を実行する際には、事前に町民との協議

を行うものとします。 

 

 
図 23 計画の推進体制（イメージ） 

町 長 まちづくり委員会等 

所管課 

所管課 

所管課 

(事務局) 

未来づくり課 

(仮称)公共施設等管理委員会 

◎個別計画 

（長寿命化計画、施設再配置計画、等） 

副町長(委員長) 

◎少子・高齢化、人口減少社会の到来 

◎施設の老朽化、◎厳しい財政状況 

所管課 ○修繕・更新情報の管理・共有 

○将来の投資見込みの検討 

○施設の再編・再配置の検討 

○管理計画のフォローアップ 

等  

第   章 5 計画の推進体制 

報告 諮問・答申 
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１．川西町の主要な公共施設一覧（整備年代順） 

 

 

 

 

 

 

 

施設名 所管課 大分類 中分類 
代表
建築
年度 

建物総延 
床面積
（㎡） 

川西町役場 総務課 行政系施設 庁舎等 1959 2,111.8 

ストックヤード 総務課 その他 その他 1959 150.0 

川西町立玉庭小学校 教育総務課 学校教育系施設 学校 1963 2,420.0 

川西町役場第 1分庁舎 総務課 行政系施設 庁舎等 1967 729.0 

旧川西町立病院 健康福祉課 医療施設 医療施設 1967 3,416.8 

川西町中央公民館 教育総務課 町民文化系施設 集会施設 1970 2,369.3 

玉庭ポンプ場 地域整備課 上水道施設 上水道施設 1972 65.5 

川西町東沢地区交流センター まちづくり課 町民文化系施設 集会施設 1973 393.3 

川西防雪サブセンター 地域整備課 行政系施設 その他行政系施設 1976 534.0 

川西町玉庭地区交流センター まちづくり課 町民文化系施設 集会施設 1976 456.0 

川西町犬川地区交流センター まちづくり課 町民文化系施設 集会施設 1976 460.1 

第４平谷地住宅 地域整備課 公営住宅 公営住宅 1976 204.6 

置賜公園 休憩所 地域整備課 公園 公園 1976 84.0 

川西町大塚地区交流センター まちづくり課 町民文化系施設 集会施設 1977 542.6 

和合加圧場 地域整備課 上水道施設 上水道施設 1977 40.0 

東沢ポンプ場 地域整備課 上水道施設 上水道施設 1977 42.0 

茨虫浄水場 地域整備課 上水道施設 上水道施設 1978 70.2 

川西町立小松保育所 教育総務課 子育て支援施設 幼・保・こども園 1978 956.8 

川西町吉島地区交流センター まちづくり課 町民文化系施設 集会施設 1979 466.3 

第一加圧場 地域整備課 上水道施設 上水道施設 1979 13.5 

第二加圧場 地域整備課 上水道施設 上水道施設 1979 13.5 

茨虫水源地 地域整備課 上水道施設 上水道施設 1979 75.2 

川西ダリヤ園 ダリヤ球根貯蔵庫 産業振興課 公園 公園 1981 123.7 

川西町中郡地区交流センター まちづくり課 町民文化系施設 集会施設 1981 461.0 

川西町民総合体育館 生涯学習課 スポ・レク系施設 ｽﾎﾟｰﾂ施設 1981 4,602.7 

朴沢ポンプ場 地域整備課 上水道施設 上水道施設 1981 24.8 

川西町立東沢小学校 教育総務課 学校教育系施設 学校 1981 3,103.0 

川西町農村環境改善センター 農地林務課 町民文化系施設 集会施設 1982 1,439.0 

八幡原配水池 地域整備課 上水道施設 上水道施設 1982 44.8 

川西町立美郷幼稚園 教育総務課 子育て支援施設 幼・保・こども園 1982 905.3 

川西町立川西中学校 教育総務課 学校教育系施設 学校 1984 9,059.3 

蓬田公園公衆トイレ 地域整備課 公園 公園 1985 14.0 

旧川西町埋蔵文化財資料展示館 生涯学習課 社会教育系施設 博物館等 1985 620.2 

川西町子育て支援センター 教育総務課 子育て支援施設 幼・保・こども園 1986 888.9 

川西町立吉島小学校 教育総務課 学校教育系施設 学校 1986 6,278.0 

資料編 
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施設名 所管課 大分類 中分類 
代表
建築
年度 

建物総延 
床面積
（㎡） 

第１東陽寺前住宅 地域整備課 公営住宅 公営住宅 1987 523.2 

川西町斎場 住民生活課 その他 その他 1988 614.0 

川西町立大塚小学校 教育総務課 学校教育系施設 学校 1988 4,435.0 

川西町営小松スキー場ロッジ 生涯学習課 スポ・レク系施設 ｽﾎﾟｰﾂ施設 1989 156.5 

川西町総合運動公園クラブハウス 生涯学習課 スポ・レク系施設 ｽﾎﾟｰﾂ施設 1989 608.3 

川西町立犬川小学校 教育総務課 学校教育系施設 学校 1989 3,167.7 

第２東陽寺前住宅 地域整備課 公営住宅 公営住宅 1990 261.6 

川西町立高山小学校 教育総務課 学校教育系施設 学校 1990 3,011.8 

舘之北住宅 地域整備課 公営住宅 公営住宅 1992 1,586.5 

川西町浴浴センター 産業振興課 スポ・レク系施設 保養施設 1992 2,714.7 

羽前小松駅公衆便所 住民生活課 その他 その他 1992 19.0 

川西町立玉庭へき地保育所 教育総務課 子育て支援施設 幼・保・こども園 1993 413.6 

スノーステーション 地域整備課 行政系施設 その他行政系施設 1994 208.6 

川西町フレンドリープラザ 生涯学習課 町民文化系施設 文化施設 1994 4,618.2 

川西町立中郡小学校 教育総務課 学校教育系施設 学校 1994 4,072.3 

川西町交流館 生涯学習課 町民文化系施設 集会施設 1995 5,878.6 

中大塚処理施設 地域整備課 下水道施設 下水道施設 1996 345.2 

下小松処理施設 地域整備課 下水道施設 下水道施設 1997 195.9 

川西町立北斗幼稚園 教育総務課 子育て支援施設 幼・保・こども園 1998 897.6 

犬川河川公園炊事場 地域整備課 スポ・レク系施設 ﾚｸ施設・観光施設 2001 9.9 

川西町生きがい交流館 健康福祉課 保健・福祉施設 高齢福祉施設 2002 311.3 

正安寺配水池 地域整備課 上水道施設 上水道施設 2007 27.2 

エコスノードーム 生涯学習課 供給処理施設 供給処理施設 2007 405.4 

川西町たまにわ堆肥センター 産業振興課 供給処理施設 供給処理施設 2007 3,006.3 

川西町東沢活性化センター 農地林務課 町民文化系施設 集会施設 2010 496.0 

下小松古墳群駐車場トイレ 生涯学習課 その他 その他 2010 11.6 

川西町立小松小学校 教育総務課 学校教育系施設 学校 2013 6,438.4 

根岸住宅 地域整備課 公営住宅 公営住宅 2014 580.4 

※小数点第 2位は切り捨て 


